
長期計画策定会議第一分科会（第４回）議事概要 
  
１．開催日時：１９９９年１２月９日（木）９：００～１１：４５ 
 
２．開催場所：東京グランドホテル「櫻の間」 
 
３．出席者 

委   員： 太田座長、高原座長、石橋委員、伊東委員、宇賀委員、岡本委員、 
長見委員、神田委員、黒田委員、下平尾委員、住田委員、高橋委員、
田中委員、月尾委員、天井委員、飛岡委員、桝本委員、山崎委員 

原子力委員： 藤家委員長代理、依田委員、遠藤委員、木元委員 
科学技術庁： 中澤長官官房審議官、木本立地地域対策室長、伊藤原子力調査室長、

國吉原子力利用計画官、青山廃棄物政策課長 
通商産業省： 入江原子力発電課長 

 
４．議題 
（１）国民の信頼感の確保について 
（２）安全と安心の確保について 
（３）その他 
 
５．配付資料 

資料１   長期計画策定会議第一分科会（第３回）議事概要 
資料２－１ 第４回 長期計画策定会議 議事概要（案） 
資料２－２ 各分科会でのＪＣＯ事故をめぐる論点（平成１１年１１月１５日第４回長

期計画策定会議までの論点の整理） 
資料３   宇賀克也委員プレゼンテーション資料 
資料４－１ 田中靖政委員プレゼンテーション資料 
資料４－２ 田中靖政委員プレゼンテーション参考資料 
資料５－１ 黒田勲委員プレゼンテーション資料 
資料５－２ 黒田勲委員プレゼンテーション参考資料 
資料６   飛岡利明委員プレゼンテーション資料 
資料７   行政機関の保有する情報公開に関する法律の骨子 
資料８－１ 国による原子力に関する情報公開例 
資料８－２ 電気事業者における原子力に関する情報公開例 
資料９   原子力政策円卓会議における意見の整理  （情報開示のあり方・情報公開の

あり方について・市民意見の反映システム・政策決定のあり方） 



６．議事の概要 
（１）開会について 
 ○ 今回初めて出席した委員より、意見の表明がなされた。 

• 原子力は、エネルギー資源として当分の間は使わざるを得ないと認識している。ま
た、地球温暖化などの面からも、むしろ積極的に使わざるを得ないであろう。 

• 放射性廃棄物処理・処分に関する技術開発に、もっと力を注ぐべきである。 
• 社会の中で避けられない問題として原子力を議論し、国民の理解を得られるよう、

国や事業者は以前にもまして情報公開を進めべきである。 
• 今後もエネルギー需要の中で占める民生の割合は増加するであろう。新聞で、朝の

ピーク時に電気式便座で消費するエネルギーは８００万ｋＷにも及ぶとの報道を見
たが、国民がこのような実態を認識し、エネルギー消費節減の意識を持つ必要があ
る。 

（２）国民の信頼感の確保について 
 ○ 座長より、前回に引き続き「国民の信頼感の確保」と「安全と安心の確保」の２つの

テーマについて、審議していく旨の説明があった。 
 ○ 事務局より、本日の配布資料の確認があった。 
 ○ 太田座長より、第４回策定会議での審議状況について報告があった。 
  （太田座長） 

• 策定会議では、ＪＣＯ事故に関する各分科会の審議状況を踏まえ、活発な審議がな
された。詳細は、資料 2-2  「各分科会でのＪＣＯ事故をめぐる論点」や資料 2-1  「第
４回長期計画策定会議議事概要（案）」を参照いただきたい。 

• 策定会議の那須座長から、各分科会座長に対して、今後の各分科会の審議にあたり、
これらの議論も踏まえて審議を進めるよう指示があった。第一分科会に対しては特
に、「安全確保の基本的考え方」、「国民との関わりとして教育のあり方や情報提供の
あり方」、「企業経営と安全確保、原子力関係者の安全意識やモラル」の３点が挙げ
られており、今後の審議は、これらの事項についても考慮しながら進めていきたい。 

（２）国民の信頼感の確保について 
 ○ 審議に当たり、座長より発言があった。 
  （座長） 

• 本日は、「政策決定のあり方」という観点から議論したい。まず、情報公開法の制定
にご尽力された宇賀委員から「合意形成と情報公開」について、引き続き、田中委
員から「国民に対する原子力政策の課題」について、プレゼンテーションしていた
だく。 

 ○ 宇賀委員より、資料３を用いてプレゼンテーションがあった。 
  （宇賀委員） 



• 公共事業については、行政内部でまず決定をした後に住民の理解と合意を得るとい
う、従来のパブリック・アクセプタンスから、意志決定の段階から住民の意見を取
り入れるパブリック・インボルブメントへ移行しつつある。 

• 審議会が国民の信頼を得るためには、審議会や議事録の公開などを進める必要があ
る。原子力の分野は、この点では進んでいる。 

• パブリックコメントと審議会制度は二律背反するものではなく、補完関係にあると
考える。意志決定のなるべく早期の段階でパブリックコメントを募集することが望
ましい。パブリックコメントに逐一応える必要はないが、代表的な意見については
理由を付して答えることが必要である。また場合によっては、パブリックコメント
を求める段階で代替案を提示することもありうる。 

• 原子力開発の意義についても国民合意はいまだなされておらず、需給見通し、代替
エネルギーの開発コスト、原子力発電をストップした場合にどうなるのか、などを
わかりやすく示して議論する必要がある。 

• 単に安全というのではなく、万一の事故の場合の被害などを明らかにし、その上で
安全対策について説明することが必要である。 

• 計画策定手続については、過去に勉強会が行われたが、個別法と統一法のいずれに
より対応するかは別として、いずれにせよ今後検討を行うべきである。 

• 環境アセスメント法は、事業アセスであるが、戦略的アセスを行う必要がある。計
画変更が可能な段階で、住民の意見を聞き柔軟に対応することに意義がある。 

• ダム建設など負担者と受益者が乖離している問題では、全体の負担で特定地域のマ
イナスをカバーするという姿勢が必要である。 

• マイナスとマイナスを埋めるプラスの措置との比較衡量により、立地が決められる
べきであり、そのためにはわかりやすい形での情報公開が重要である。 

• 立地に対して手を挙げる地域が出てこないのは、例えばマイナスが過大評価されて
いたり、振興策が十分でないということが考えられる。 

• 企業や国がＮＩＭＢＹ論を言うのは、住民の神経を逆撫でするだけである。 
• 適切な時点で再評価する「時のアセス」の導入も行うべきである。 
• 事故情報は細部にわたり早い段階で公開するべきである。 
• 安全性チェックシステムは、適切に実行されているか、住民や地方自治体による検

証などを行うことも検討するべきである。 
 ○ 田中委員より、資料 4-1 及び 4-2 に基づきプレゼンテーションがあった。 
  （田中委員） 

• 確率的リスク評価は国民の世論の形成にはほとんど影響せず、むしろ多く寄与する
のは「知覚されたリスク」と「知覚されたベネッフィト」である。 

• 「知覚されたリスク」を軽減するのは、リスクの本質を科学的に明らかにする「リ
スク・コミュニケーション」であり、先ず国民に対するリスク・コミュニケーショ



ンの体系化を図ることが必要である。 
• 原子力発電は、エネルギーセキュリティの観点から、優先度の高い国家目標のひと

つとして評価検討されるべきである。 
• 原子力を含む「ハードエネルギー」と太陽光や風力に象徴される「ソフトエネルギ

ー」の両立について、マスコミを巻き込んだ国民的な議論が必要である。 
• 東海村臨界事故後の世論は事故以前とほとんど変わらず、依然として原子力発電の

現状維持を指示している。 
• 長期計画は、政策決定者による国民に対する十分な説明責任（アカウンタビリティ

ー）と情報公開を前提とした「啓蒙された世論」を拠り所にする必要がある。 
• 原子力施設を受け入れるか否かは地元の住民の選択次第であり、その選択の意思表

示に対して、政策決定者は日頃から謙虚でなければならない。具体的手段として、
選挙により選出された首長や議員に、エネルギー、環境や原子力について、認識と
理解を深めてもらうことから始めるべきである。 

• 国、地方自治体、ならびに事業者の危機管理体制の強化により、国民の安全が十分
に守られなければならない。 

• 国民は事前にリスクについて十分に知らされていなければならない。（インフォーム
ドコンセント） 

• 国民は、リスクを予防し、リスクから身を守るにはどうしたらよいかを十分に知ら
されていなければならない。（リスクコミュニケーション） 

• リスクの管理責任を有する国、地方自治体、事業者等において、国民あるいは地域
住民に対する「説明責任」の意識を高める必要がある。（アカウンタビリティ） 

• 原子力のリスクと必要性の認知、原子力の経済や環境との関連、さらに原子力によ
るエネルギー・セキュリティーの増強などの見地から、「４Ｅ政策」（経済、エネル
ギー、環境、教育）の整合性を図る必要がある。 

 ○ 宇賀委員、田中委員のプレゼンテーションに対する主な質疑応答及び関連する意見は
以下のとおりである。 

• 今後はパブリック・インボルブメントから、パブリック・パーティシペーションへ
と進むべきである。今後の行政は「知らしむべし、依らしむべからず」という方向
に向かうべきである。 

• 立地にあたっての議論が行われているが、既設の原子炉の運転年数が増す中で、原
子炉の設置から廃炉までを含むビジョンがなければ、新規立地も立ち行かないであ
ろう。 

• リスク管理の問題において、行政の定員削減や電気料金の２０％削減、電力自由化
による人員不足の影響は深刻なものである。また、小選挙区制になり、原子力施設
の立地を掲げる議員の当選は難しくなっている。これらの現状を前提とした議論を
しないと、この分科会の議論もきれい事で終わってしまう。 



• 今日議論されているリスクコミニュケーションなどの課題は、原子力分野固有とい
うよりも、巨大産業・巨大科学に共通したものである。リスク管理については、人
や資源が限られていることから、一般化して、国内で同様の問題を抱えた分野でま
とめて考えていく必要があるのではないか。 

• 平成４年の１月からＪＣＯの事故施設に対して行政による検査が行われなかった背
景には、旧動燃のアスファルト固化施設の方に人員が傾斜してしまったことがある
ともいわれている。運転管理専門官や検査官の人員も非常に不足しており、現員の
５～１０倍の人員が必要ではないか。日本の国家公務員の比率は先進国中でも最も
低く、定員削減は理解しがたい。長期計画においては、必要人員の確保に関する長
期的検討が必要である。 

• 原子力の分野では、優秀な学生の確保も重要な課題である。 
• 米国のＦＥＭＡは、緊急事態一般を扱うものとされているが、元来は核戦争を想定

した組織であり、強力な権限を有している。 
• 原子力安全委員会を８条機関から３条機関に格上げする議論があるが、安全委員会

は発電所の安全性については８条機関で機能してきたので、３条機関化により、む
しろ、気軽に動けなくなるなどの弊害が生じないかと危惧する。 

• 米国のエネルギー省なども、パブリック・パーティシペーションやインターラクシ
ョン、すなわち参加という言葉を使っており、パブリック・アクセプタンスという概
念は考え直すべきである。 

• パブリック・コメントは合意形成の有力な手段で、最近、原子力委員会などでも採
用されているが、中身が日本と米国で大変違っている。米国では、パブリック・コ
メントにきちんとした手続きをしないと、法律上次の段階に進むことが出来ないこ
とになっている。例えば 1982 年核廃棄物政策法にもとづいてＥＰＡが被ばく線量
の基準を決めたところ、適切な公開と論評（proper notice and comment）をしてい
ないという理由で、裁判で無効とされたことがある。日本では、委員会などの中間
報告に対して意見募集を行っているが、自分の意見がどのように反映されているの
かわからないとの批判もある。 

• 事業者の現場の立場から合意形成について述べる。県民合意、町民合意については、
直接住民の方々に必要性や安全性について説明しているが、そこでは理解や合意を
いただいたということにはならない。最終的には住民の代表者である県議会や町議
会の判断によることとなる。そこで、ドロドロした話としての地域振興問題にゆき
つくのが現実である。 

• 地域振興問題は基本的には国によることとなるが、事業者としても地域との共生の
観点からそれを補充する役割を担っている。これからも資金的協力のみでなく、地
域の自主性を持った発展を促すため、事業者のノウハウを活用し、例えば新しい事
業の創生や将来の地域発展構想のプランニングに参画するなど多面的かつ積極的な



協力を行う必要があると考えている。 
• 一方、国はエネルギー政策を国策として進めているとの姿勢を明確に示す必要があ

る。そのためには、今の各省庁間の縦割行政ではなく、相互に連携し政策を推進す
るべきである。また、重要な制度のひとつである電源三法交付金も、相当の額が投
下されており、その内容を、行政もよく整理し、地域に正しく理解・認識してもら
う必要がある。これらを前提として、現場での合意形成がなされていくことになる。 

• 教育現場では、原子力の光と影の部分のうち、影の部分が多く取り上げられたり、
原子力のリスクについて多く取り扱われる傾向にあるとの指摘がある。リスクなど
についても科学的、合理的に説明を行うべきであり、総合的な取り扱いが必要であ
る。そのような観点から、新しい学習指導要領で設けられる「総合的な学習の時間」
で、多面的な視点から総合的にエネルギーや原子力の問題を取り上げていくことが
求められる。 

• 原子力発電所等立地地域の子供達の教育においては、原子力の問題になるべく触れ
たくないなどの意識がはたらく為か、せっかくの地域の施設・設備が教育に活用さ
れることが全般的に少ないようだ。 

• 福島県内で原子力発電所のエネルギー館が地元の学校と連携することにより、体験
学習の場として、地域の学校のみならず東京からも見学に訪れるようになった例も
ある。こういった啓発活動を行い、学校教育へ適切な情報を提供していく努力が必
要である。 

• ２１世紀に向けて、これからの教育が大きく転換しようとするなかで、エネルギー、
環境や原子力の問題学習についても、根本的な見直しを行い、教育の在り方につい
て検討を行う機会を設けるべきである。 

• 今回の行政改革では、電源開発調整審議会は廃止されることになったが、今後はど
のようにしていくのか、内閣制度の下での合意形成において重要な問題である。 

• 環境影響評価法が成立したが、同法では放射線の問題は対象から除外されている。
それ以外の部分では慎重な手続きが確立しているが、放射線の問題についてどのよ
うな説明を行うのかなど、環境影響評価法とのバランスをいかにとるかについて、
検討をおこなうべきである。 

• 負担と受益の乖離について、原子力発電所のリスクは一般の産業に比して低いが、
地域振興のあり方や安全に問題が生じた場合の対応に係る合意形成のコストこそが、
原子力施設の立地におけるリスクにあたるのではないか。こうした観点から電源三
法のあり方も検討すべきではないか。 

• 情報公開法と核物質防護との関連についてどのように考えるか。 
  （宇賀委員） 

• 核物質防護に関する情報は、情報公開法第５条第４号の公共の安全に関する情報と
して対応することになると考える。 



• パブリック・インボルブメントとの表現は行政が主体に政策決定を行うとの意味で
用いたのではなく、パーティシペーション、パートナー型の共同作業を想定してい
る。 

• 世の中のものの決め方が変化しているということだと思う。ともすると声の強い人
が大きな役割を果たすことになりかねない。政策決定に際し、自分で考える力をつ
け、全体を考え発言を的確に行えるような人を育てることが重要であり、そのため
の教育をおこなっていくことが欠かせない。 

  （田中委員） 
• 人員や予算の不足については、国のレベルで優先順位をどこに置くかの問題である。

人命や人権が大切ならば、予算と人員をそこに集中させればよい。 
• 地域における合意形成は確かにどろどろしたものがあるが、地域によって性質は大

きく異なる。個別の地域の事情を分析し助言を行えるのは、政治学者や社会学者で
あるが、従来、彼らの助言をほとんど聞き入れてこなかったことに問題がある。こ
の点についても、将来関心を持っていただきたい。 

• 最近では女性の社会進出が進んできているが、女性の進出が最も遅れているのは、
原子力とマスコミであり、依然として男性優位社会が形成されている。これでは人
口の半分をなす女性の意見は反映されていない。 

（３）安全と安心の確保について 
 ○ 審議にあたり、座長より発言があった。 
  （座長） 

• 本日は、まず、飛岡委員から原子力の専門家の立場からのプレゼンテーションを、
引き続き、黒田委員から「安全と安心の確保」における人の役割についてのプレゼ
ンテーションをいただく。 

 ○ 飛岡委員より、資料６に基づきプレゼンテーションがあった。 
  （飛岡委員） 

• 安全の確保の基本は、「セイフティーカルチャー」、すなわち、何が何でも安全を確
保するという強い意志と、それを具現化した安全対策である。 

• わが国では、原子力発電所について、十分に高い安全性が運転実績等で示されてい
るが、新規プラントが少なく技術の継承が困難になりつつある、社会を通じて安全
文化や技術者の倫理が薄れつつある、などの課題が生じつつあり、対処する方策を
考える必要がある。 

• 現在の最大の課題は、サイクル全体の施設について適切な安全確保体制を整備する
ことである。これらの施設は、多くが一品生産ものでバラエティに富んでいる。そ
のため、過去に経験の少ない施設について、関連技術の経験をうまく援用して安全
確保を図ることなどの検討課題が挙げられる。 

• 安全規制については、最善の規制方式は国情その他により異なり、わが国に適した



規制の枠組みを目指すべきである。 
• 原子力安全委員会を中心に、規制行政機関、民間の検査機関等の第三者機関、設置

者の間で、役割分担を図り、各機関の責任分担を明確にすべきである。 
• 最終的には規制担当行政当局が全ての責任を負う体制が求められており、そのため

には、規制担当者の質の向上、すなわち、専門家の採用が必要である。規制官に対
する資格制度の導入や、外部からのスペシャリストの採用等も検討すべきである。 

• 合理的規制の確立を図るため、現在の規制について、サイクル中の個々の施設のリ
スクレベルに応じたものであるかについて再検討が必要である。 

• わが国のように、産業界が十分に成熟している場合には、規制上の要求は最小限に
止め、設置者の自主努力によって安全の維持・向上が図られることが望ましい。 

• 専門家と公衆とのコミュニケーションにとって、最も大事なのは正直さである。実
際のものの実際の状態を、相手の言葉を用いて正確に伝えることが、専門家に対す
る信頼を回復する道であり、安全な施設に対する安心感の醸成につながると思われ
る。 

 ○ 黒田委員より、資料 5-1 及び 5-2 を用いてプレゼンテーションがあった。 
  （黒田委員） 

• リスク評価の仕方が大きく変わりつつあり、戦術と戦略を分けて議論すべきである。
今後は長期的視点に立った戦略が必要である 

• 航空機は発明家の努力による技術が先行する技術科学であり、逆に原子力は科学が
先行する科学技術である。そのため不具合が起こった際の反応も大きく異なり、原
子力分野の人間は、まず事故は起こるはずがないと考えてしまう。両者はリスクコ
ミュニケーションのあり方も大きく異なる。 

• 米国では公正かつ中立な第三者機関ＮＴＳＢにより、航空機事故調査がなされてい
る。また、内部に被害者救済のシステムも設置されている。日本の事故調査報告書
では、技術的な事象についての記述が中心で、再発防止策はおまけ程度であるなど、
社会的なアクションとしての認識に乏しい。 

• 米国では予防型安全への発想の転換が進んでいる。 
• 同一機種、同一マニュアルを用いても、事故多発会社と無事故会社が存在する。安

全文化は、個人、チーム、組織の問題である。 
 ○ 飛岡委員、黒田委員のプレゼンテーションに対する主な質疑応答及び関連する意見は

以下のとおりである。 
• 原子力に由来する被ばく量は、自然被ばくや医療被ばくを含めた総被ばく量の１％

に満たないものでしかないにもかかわらず、その１％の部分にのみ非常に厳しい管
理を強いている。原子力に関する議論においては、このことを認識した上で、１％
の部分である原子力について検討するべきである。放射線管理を行っている人が放
射線審議会の基準を信用していないという問題点もある。 



• 女性の就業率はいまだ約５割であり、主婦の人は、受ける情報も新聞やテレビに限
られている。原子力に対する不安や反対意見を持っている方も、女性の割合が高い。
原子力について、女性の認識と理解を得ることは重要な課題である。 

• 私自身、こうした審議会等に参加することで認識を深め、原子力の便益とリスクを
感じ意見を言うようになった。こうした審議会については、国の目標では女性の割
合を３割としており、ぜひ素人の女性を委員とし、その率直な感想を聞き、合意形
成に資するようにしていただきたい。 

• 技術の維持・伝承の問題は、発電事業者として大変重要であると認識しており、日
頃の教育に力を入れている。例えば、運転員の教育では６班３交替体制とし（１日
２４時間を３班で分担できる）、十分な教育時間として年間４０日を確保している。 

• 人員合理化については、現場発電所の運用において、当然安全を第一としており、
それにかかわる人員を削減するようなことはしていない。 

• 安全規制については、一概に厳しくするのではなく、自主規制が基本であると考え
る。本当に基本にかかわる部分のみを規制の対象とすればよい。電気事業者、メー
カー等を信頼して任せていただきたい。自己責任の原則の下、結果に対する批判等
は甘んじて受けるつもりである。 

• 安全確保、予防保全について、常に努力している。例えば、国内はもとより世界中
のトラブル情報をすばやく収集し、すぐさま反映するシステムをとっている。また、
技術は常に進歩しており、設計など絶えず見直しを行っている。現場では振動、温
度等を監視モニター等にて常時監視しており、異常を早期に検知し、素早い対応を
講じるなど、設計上、運用上両面に努力をしている。 

• 素人の方が審議に参加することは重要である。議論の進行を把握し、周囲の方に伝
えることができる。 

• 専門家とは異なる立場から議論を聞いていて、感じるところも多い。例えば、「受容」
という言葉には強い抵抗を感じるし、「公衆」という言葉も引っかかりを覚える。こ
うしたことも審議に生かせるのではないか。 

• 審議会等に参加している技術分野の方は、皆原子力関係者である。電子、化学やコ
ンピューターなど原子力に関係のない産業界の方にも参加いただき、違う立場での
意見を取り入れるべきである。 

• 一般の方が、原子力について学ぶ場も必要ではないか。一方、消費者大学で原子力
に関する勉強会を開催しても、参加する方を集めることは難しい。困難だが、一般
の方の意識改革を行わなければならない。 

• 輸送容器と配管溶接の２件のデータ改ざんは、いずれも内部告発により明らかにな
っている。また両者とも、世間にも認知されている大きな会社内で起こっている。
今求められているのは、高いモラルではなく、一般的な物差しをわきまえた普通の
モラルである。こうしたデータ改ざんはどうすればなくなるのか。 



  （飛岡委員） 
• ひとつは、日本でもウェーバー制を規制に導入することが考えられる。基準をはず

れたものについても、実質的には支障がない場合には、採用することも検討するこ
とである。 

• 時間的なストレスや、要求の厳しさ、必ずしも技術的に根拠のない約束事を重んじ
るあまり、単純で意味のない作業を強いてしまうことにも、原因があるのではない
か。 

• 安全文化向上のための原子力産業界の横断的な組織「ＮＳネットワーク」の設立総
会が、本日午後に行われることとなっている。 

 ○ 座長より、次回の会合について、前回及び今回の会合の審議を踏まえて、具体論とし
て、教育のあり方について天井委員から、情報提供のあり方も含めてマスメディアの
役割とあり方の観点について小島委員から、プレゼンテーションをしていただく予定
である旨の説明があった。 

（４）閉会について 
 ○ 事務局より、次回の会合について、以下のとおり開催したい旨説明があった。 
第５回会合  開催日時：平成１２年１月１７日（月）１５：００～１８：００ 
 

以上 
 


